
減損会計における質問事項 
 
１．適用指針の考え方 
資産のグルーピングの６において、「個別財務諸表と連結財務諸表においてグルーピング

の範囲が見直される場合がある。」に関連してですが。 
 
事例 親会社（P社）と子会社（S社、P社の１００％子会社である。） 
 P 社はバブル時期に賃貸用建物を自社所有の土地に建設した。土地の時価は取得時の３
０％下落していた。（減損の兆候あり）減損を認識するにあたり割引前将来キャッシュフロ

ーを試算したところ、賃料の歩合も減り空きテナントもあり大分低く、正味売却価額も低

いため、減損を認識しなければならない状態であった。 
 そこで P 社は、売却損を出しても処分しようと思い、S 社に営業利益を確保できる価額
（時価、簿価の５０％）で売却した。すると、S社においては減損の兆候も無くなったと仮
定する。この場合、連結決算上は売却損も戻されることになり元の固定資産価額に戻るこ

とになると考えられる。その場合には減損会計を適用しなければならないと判断されたと

する。 
 その結果として、S社の個別財務諸表では減損を認識せずに、P社の連結財務諸表作成の
時にのみ減損を行うとなった場合、個別の B／S上の固定資産の簿価と連結 B／S上の簿価
が異なることになってしまう。そうなると、減価償却費等も個別と連結で相違することに

なってしまうので資産管理が煩雑になってしまうと思われますがいかがでしょうか。 
 
２．その他１０３項について 
 
「中間決算時点で減損した場合には、年度決算において改めて会計処理を行う必要はな

い。」とありますが、金融商品会計における減損処理については、年度で洗替えも認められ

ていたので減損についてもできる規定の方が良いのではないでしょうか。 
 
また、東証により今期から四半期決算の開示が規則で要求されるようになった。２００

５年度には証券取引法の改正により法制化さることを想定すると、四半期決算で減損を行

った場合いについても中間決算と同じことが想定できると思われますがいかがでしようか。 
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